
機密性２

事業承継・引継ぎ支援事業の近況

独立行政法人 中小企業基盤整備機構

中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部

令和８年６月1０日

令和８年度 第１回
岐阜県事業承継ネットワーク会議資料

関係者限り



１．直近の中小企業の状況

２．事業承継の波及効果

３．全国の事業承継・引継ぎ支援センターの状況

４・中小機構 事業承継ポータルサイトのリニューアル
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１‐１．「休廃業・解散」件数・動向

〇 2025年の休廃業・解散件数は、67,949件。前年比わずかに減少したものの、高水準が続く
〇 休廃業となった企業のうち「資産超過型」の割合は63.4％を占め、高い水準が続いている。また、休廃

業する直前期の決算が「黒字」だった企業の割合は減少傾向にあるが約半分を占める

帝国データバンク「全国企業「休廃業・解散」動向調査（2025年）」（2026/1/9）より加工



１-２．年齢別に見た中小企業の経営者年齢の分布

3

〇 中小企業の後継者不在率は減少傾向にあり、経営者の年齢が60歳以上である企業においても、後継者
不足の解消が進む。

〇 一方で、中小企業の経営者年齢のピークは若くなっているものの、60歳以上の経営者が全体の過半数
を占めており、経営者の世代交代ペースが遅いことから今後の廃業可能性が大きく残る
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（出展）中小企業白書（2026年）」より



１-３．事業承継の選択状況とM&Aの状況（全国)
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〇 全国的には同族承継は減少傾向であり、2025年には内部昇格と逆転。M&Aは一貫して増加傾向
〇 事業承継に限らないM&Aは毎年増加しており、今後も事業承継の一つの選択肢となりえる

出典：帝国データバンク「後継者不在率」動向調査（2025 年）

代表者就任経緯別 推移

出典：中小企業白書（2026 年）



１-４．岐阜県の状況：後継者不在率

5

（出展）帝国データバンク「富山県「後継者不在率」動向調査（2025年）」（2025/12/9）より加工

〇 後継者不在率は全国的に改善が進んでいるが、地域の事情から差が大きい
〇 岐阜県は全国比較では、12位とやや高めの水準である
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２－１．事業承継の波及効果（事業承継後の成長）
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（出展）中小企業白書（2026年）」より



「稼ぐ力」➩ 昨年度であれば「賃上げ」「生産性の向上」

「地域に根差した中小企業が持続的な稼ぐ力を確保することが、
強い地域経済の発展にとって不可欠」

１．事業縮小スパイラルからの脱出

２．今後の成長に向けたM&A
・ M&Aによる事業拡大、営業エリアの拡大、異業種進出
・ 地域の基幹事業者の創出（売上100億円企業、10億円企業）、ローカルゼブラ企業創出

３．地域生活インフラ事業の維持
・ GS、薬局、食料品雑貨店、タクシー、公共サービス関連（廃棄物処理、水道工事）が廃業し、

地域内に無くなると困る → 地域内統合や近隣事業者への承継による事業維持（経営効率化）

金融機関＝地域金融力強化プラン 商工団体・自治体＝経営発達支援計画

２－２． 事業承継の地域波及効果
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売上

従業員数
取引先数

営業活動

受注
・生産量 設備老朽化

・設備の老朽化 ・設備投資の抑制
・従業員の退職 高齢化 ・積極的営業活動の縮小

経営者が世代交代すると
積極設備投資の実施・新規サービス投入

売上の増加、利益の増加➩生産性向上・賃上げ

後継者不在の環境では
事業縮小が進行しやすい



２ー３． 事業承継支援の現状（金融機関向け地域金融力強化プラン）

© 2026 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, 
JAPAN

8

✓ 金融機関には、幅広く地域経済への成長支援を行う必要があり、事業承継への積極支援が求められている
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２-４．事業承継支援の現状（自治体関与型支援事例 ①茨城県つくば市）

出典：関東経済産業局 「自治体における事業承継支援 実践事例集」

✓ 人口減少と同じように、事業所減少や地域の生活インフラ事業の減少（GS、医療介護、交通、食料など）の問題が
あり、事業承継に対し自治体も関心が高まっている

✓ 自治体も事業承継支援のネットワークに加わり活動を検討することも必要
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２-５．事業承継支援の現状（自治体関与型の支援事例 ②東京都町田市）

出典：関東経済産業局 「自治体における事業承継支援 実践事例集」

✓ 自治体の事業者への個別支援は難しいが、事業者への広報や専門支援機関への誘導は可能



３-１．事業承継・引継ぎ支援センターの活用場面
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➢ 事業承継対策未着手でもM&A成約一歩手前でもセンターが活用できます

こんなお悩みはありませんか？

何から始めて良いか、わからない

事業引継ぎの方法や手続きを知りたい

会社を第三者に売却するか従業員に譲渡す
るか迷っている

会社を他の企業に譲渡したいが、相手先探
しや交渉・契約などの相談をしたい

会社を売却しようと考えているが、自社の
価値はどのように算定すれば良いか

当事者間で会社の売買について合意したが、
手続きや進め方をアドバイスしてほしい

事業承継の進め方や承継までにやるべきことなどをアドバイス
します。また必要に応じて他の支援機関との連携を図ります

事業引継ぎのタイプ別のメリット・デメリット、手続きの流れ
をアドバイスします

それぞれの特徴を説明し、会社の現状に照らした課題の抽出等
のアドバイスを行います

M&Aの可能性があると判断した場合には、２次対応又は３次対
応に移行し、譲渡の支援とアドバイスを行います

株価の算定方法等についてアドバイスを行うとともに、専門家
の紹介を行います

M&Aの進め方のアドバイスを行うとともに、解決すべき課題の
抽出と解決に向けた専門家等との連携を行います

✓ 国が運営する事業のため、利害関係のない中立な立場でアドバイス
✓ ご相談は秘密厳守、業務に精通した専門家が対応します
✓ ご相談は無料です（M＆A仲介事業者や外部専門家に対する手数料は必要になります）

進
捗
度
合

低

高



３-２．令和７年度事業承継・引継ぎ支援センター実績（相談・成約完了件数）
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新規相談件数は24,030件（前年比2％増）となり、ここ数年横ばい傾向である
成約・完了件数は4,168件（うち譲渡成約2,265件・前年比＋6.2％、親族内承継完了1,903件）の実績

（件）

（件）（件） （件）

（件）

出所：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部

相談者数 譲渡成約件数 親族内承継完了件数
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３-３．令和７年度事業承継・引継ぎ支援センター実績（相談件数・近年）
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第三者承継 譲渡・譲受企業相談数 推移

譲渡 譲受

新規相談件数のうち後継者不在による譲渡相談は増加が続いている
親族内承継は年度による多少の増減はあるが、横ばい傾向
第三者承継の受け皿となる、譲受相談は安定的な推移である



３-４．令和７年度事業承継・引継ぎ支援センター実績（相談内容等）
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✓ 相談内容では、第三者承継が53％（うち譲渡31％）、親族内承継が30％、役員・従業員承継が8％となった
✓ 紹介ルートでは、商工団体が36％とトップ。次いで金融機関25％、HP12％となった

相談内容（承継形態） 相談者の紹介ルート

出所：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部
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３-５．令和７年度事業承継・引継ぎ支援センター実績（譲渡相談企業概要）
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✓ 譲渡相談企業の業種については、製造業、卸小売業、建設業をはじめとして様々な業種の事業者からの相談があった
✓ また、従業員数では、5名以下が全体の59％、売上高では、1億円未満が全体の66%を占めた

譲渡相談企業の業種 譲渡相談企業の従業員数 譲渡相談企業の規模（売上高）

譲渡相談件数＝9,133件

出所：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部
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３-６．令和６年度事業承継・引継ぎ支援センター実績（親族承継相談企業概要）
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✓ 親族承継相談企業の業種は、製造業、卸・小売業、建設業の順だが、譲渡相談企業と比較すると、製造業、建設
業、不動産業が多い

✓ また、従業員数では、5名以下が全体の58%だが、売上高では、年商1億円以上の企業が全体の33％を占めた

親族承継相談企業の業種 親族承継企業の規模（売上高）

親族承継相談件数＝7,485件

出所：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部

親族承継企業の従業員数
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３-７．令和７年度事業承継・引継ぎ支援センター実績（譲渡完了業種）

製造業
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3%

その他業種

6% 第三者承継譲渡完了業種割合

出所：中小企業事業承継・引継ぎ支援全国本部

✓ 第三者承継完了の業種は、製造業、卸・小売業、飲食・宿泊業の順だが、相談企業の業種分布と比較すると、飲
食・宿泊業の割合がやや多いのが特徴である

✓ また逆に医療・福祉業の割合がやや低くなるが、コロナ以降の採算悪化から譲渡を検討したが、引き受け希望事業者
が採算性に加え人材確保などの要因から見送るケースも多くいことが要因と考えられる
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３-８．事業承継・引継ぎ支援センターの支援事例① （第三者承継）
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３-９．事業承継・引継ぎ支援センターの支援事例② （第三者承継）
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４-１．中小機構 事業承継・引継ぎポータルサイトのリニューアル①

事業承継・引継ぎ支援ポータルサイトがリニューアルしました

事業者向け情報 と 支援機関向け情報が一体化
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✓ 事業承継・引継ぎ支援センターの紹介や、第三者承継・親族内承継の支援事例を紹介

４-２．中小機構 事業承継・引継ぎポータルサイトのリニューアル②



４‐３． 中小機構の事業承継広報誌
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事業者向け
センターの
事業承継支援
事例を紹介

支援機関向け
支援機関の
事業承継支援
活動を紹介

〇事業承継に取り組みたい事業者向
けと、支援機関向けの広報誌を発行

〇同じ内容を 事業承継・引継ぎポー
タルサイトからもご覧いただけます
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